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労 力  労 白保険雰 はい  窪 定)申告=の と山
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■

日
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Rt u期 建 け濠 姉 璃 巾声 0抑 仰 ■

て全卸 1切 分)の 第付 ア月10日

= E書 者 ご□者雇用は現報告  7月 1アロ

, 労 “者死毎有報部 4月-6月 う)7月 3,自

ヽ

。
み ィタトa府確閉酎口,●        ・

高齢等で運転免辞気をJERし た者の,有 に

より愛付される返稔常5年 間のSEItEEり 窪

明を tt来 は 文 付後6か 月に慶け身分荏明

をとして雄えました″ 本 年4,1こ から瑠

間例畷がなくをちたことに4Fい 私 法で規定
する全&候 関等に提示する本人と題む猿〔

.も  薙 記明書が追加されています。  .



平成24年度

が
対
象
に
追
加
さ
れ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
ｔ
　
特
定
支
西
告
盗
に

つ
い
て
　
就
労
の
多
様
化
害
を
踏
ま

え
　
特
定
支
出
の
範
囲
か
ら
除
外
さ

れ
て
い
る
弁
護
士
　
公
認
会
計
士

駐
理
士
な
ど
、
ま
令
の
規
定
に
基
す

い
て
そ
の
責
格
を
有
す
る
者
に
限
つ

て
、
特
定
の
案
務
を
官
と
こ
と
が
で

き
る
贅
格
の
取
得
費
を
特
定
支
西
の

範
囲
に
追
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
　
効
番
必
要
懸
費
と
し
て

残
務
に
四
連
す
る
　
図
書
費
　
衣
履

費
　
夜
障
費
は
　
特
定
支
出
の
範
囲

に
合
ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

な
お
　
こ
の
勤
務
必
要
経
費
に
つ

い
て
は
　
高
叡
な
る
の
を
購
入
て
き

る
高
額
所
得
者
を
週
産
に
荏
遇
す
る

と
い
っ
た
不
公
平
が
生
し
と
い
よ
，ヽ

上
限
を
設
け
て
い
ま
す
。

円
表
１
が
従
来
の
特
定
支
出
て

図
衣
２
に
鵜
げ
る
支
出
内
容
が
追
加

さ
れ
て
い
ま
す
。

斉伸 コ峰■ 1的 Ⅲ‐ ,ぃ とぉ ぃ。,円

申セ束■揚曇憲私催離提出
てt・=り'そのたい

酸  的 リー E8

平
成
二
十
四
年
度
の
種
劇
改
正
は

四
月

一
日
に
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
が

そ
の
中
で
　
大
き
く
変
わ
っ
た
０
結

与
所
得
の
特
定
支
山
控
陰
　
０
事
舞

用
賛
産
の
買
換
え
特
悦
　
Ｃ
篇
註
さ

れ
た
日
外
財
産
調
書
拐
度
に
つ
い
て

整
理
し
ま
し
た
。

一
―
　
穏
与
所
得
の
特
定
章
出
題
ほ

面
Ｈ

改
酷
雌
妓
兜
難
縮
拘
晦
翻
妙

う
で
す
が
　
そ
の
内
容
に
つ
い
て
教

え
て
下
さ
い
。

回

姦

荘
謡

辞
ポ

蜂

一

桁
台
で
３
十
数
作
の
適
用
し
か
を

い

の
が
実
態
で
す
。
結
与
所
件
蓮
除
に

上
限
を
設
け
る
こ
と
に
併
せ
　
特
定

支
山
推
陰
を
使

い
や
す
く
す
る
綴
京

か
ら
　
特
定
支
Ｈ

の
範
囲

の
う
ち

賛
格
取
得
費

の
範
囲
が
拡
大
き
れ
る

と
と
も
に
　
新
た
に
助
酵
必
要
経
費

一
２
　
事
秦
厘
東
産
の
受
換
え
特
例

閃
日
一
ダ
い
酌
抑
悔
た「
中
ヂ
奪
碗
残
ヰ

そ
の
内
容
を
数
え
て
下
さ
い

向
‐Ａ ‐
一
以
廓
倣
荘
瀞

即
つ 年

に
印
一
和

の
譲
渡
に
対
す
る
買
換
賛
産
の
う
ち

土
地
等

の
範
囲
を
車
秦
所
等
の
軟
地

で
そ
の
面
積
が
こ
０
０
平
方
メ
ー
ト

ル
以
上
の
も
の
に
限
定
さ
れ
　
適
用

期
限
が
平
成
二
十
六
年
十
二
月
二
十

一
Ｂ
ま
で
廷
長
さ
れ
て
い
ま
す
。

【事
業
所
事
の
数
地
と
は
】

付
伺
の
対
象
と
な
る
上
地
等

の
範

囲
は
　
事
楽
所
等

の
歓
地
と
さ
れ
ま

し
た
が
　
具
体
的
に
は
　
事
務
所

工
均
　
作
奏
努
　
覇
究
所
　
省
案
所

店
舗
　
倉
凍
　
住
宅
そ
の
他
こ
れ
ら

に
類
す
る
施
設

（福
利
厚

生
描
設
に

議
当
す
る
も

の
は
陰
さ
ま
す
）
の
用

に
挟
さ
れ
る
も
の

（そ
の
施
設
に
採

る
事
業

の
蓮
行
上
必
要
な
蛾
草
埼
の
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用
に
供
す
る
も
の
を
合
み
ま
す
）
ス

は
座
車
場

の
用

に
４
さ
れ
る
も

の

（建
物
や
確
察
初
の
数
地
の
用
に
棋
さ

れ
て
い
な

い
こ
と
に
つ
い
て
　
や
と

を
得
な
い
事
情
が
あ
る
も
の
に
瞑
ち

れ
ま
す
）
で
す
．

一
３
　
国
外
財
産
調
書
制
度

面
日

立
却
拙
翻
薙
押
ｔ
悧
犠
”
捌

の
よ
う
な
制
度
な
の
か
数
え
て
下
さ

日
外
財
産
融
ど
に
は
　
財
と
別

に
　
事
業
加
か

一
被
加
か
の
加
住

別
　
梅
頓
別
　
所
在
別
　
歎
ユ
削

価
撤
の
起
報
が
装
啓
付
け
ら
れ
ま

す
。
選
頼
別
と
は
　
た
と
え
ば

そ

の
財
産
が
預
貯
奄

の
場
合
は

当
座
預
全
　
督
通
顧
金
　
定
期
叡

金
手

の
種
類
に
分
け
て
記
歳
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
文
金
属
演

の

堪
合
は
　
全
　
自
全
　
タ
イ
■
モ

ン
ト
な
ど
の
種
類
に
分
け
ま
す

「
　
提
出
の
有
無
に
よ
る
加
算
税
の

軽
妥
と
重
霞

申
告
漏
れ
等
が
あ

っ
た
戦
合

日
外
町
産
調
き

の
提
い
の
有
よ
に

■
，
　
以
下
の
遠

い
が
生
じ
る
こ

と
に
な
り
ま
す

ｉ
　
提
出
し
た
掲
合
の
ほ
志

提
出
し
た
日
外
財
ま
討
ど
に
記

記
着
み
の
日
外
町
産
に

つ
い
て

所
骨
純
又
は
相
続
れ
に
つ
い
て
申

告
漏
れ
又
は
ネ
い
片
と
な

つ
た
均

合
　
逸
体
の
担
少
１１１
告
加
至
税
又

は
無
い
告
加
算
花
が
五
％
篭
茂
さ

れ
ま
す

０
　
提
出
し
な
い
場
合
の
ま
課

Ｃ

の
埼
合
と
逆
に
建
出
が
無
か

っ
た
場
合
　
通
行
の
担
少
申
告
加

笠
税
又
は
率
叩
旨
加
算
税
に
五
％

重
課
さ
れ
ま
す

砲
人
が
そ
の
年
十
ｉ
月
二

十

一
口
に
お

い
て
合
計

五

●
０
●
万
円
値
の
日
外
財
を
を
示
す

る
均
合
は
　
出
外
財
産
訂
寸
を
理
年

三
”
十
五
Ｈ
ま
で
に
粧
楊
幸
長
に
投

出
す
る
こ
と
に
な
う
ま
し
た

向
！　
日
外
財
産
霞
書
の
記
戦
内
容
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獲麓昂壕などを貸したとき
従業員に対して現全で住宅手当を支綸す

る場合や 従 業員が直接契約している場合

の家賞負担は 拾 与として所得秘が謀租ご

れます。しかし 会 社が所有もしく,tBLリ

ていう社宅事を従業員に対して賃与するIB

合には そ の従装員がら かヽ月当たリー定

額の家賃 (賃賛料相当顔)以 上を受け取っ

ていれば 会 社が負担した全額は監与とし

て課税されませた。

貨貸料相当額とは 次 の0～ 0の 合計額

をいいます

0 (そ の年度の建物の固定資産記の課税

標準額)× 02%

0 12円 × (その建物の総床函tR(m)/

33(rf))

0 (そ のキ度の験地の固定資産税の課税

標準韻)× 022%

従業員から受け取っている家宮が賃資料

相当額を下回る輯合には 次 のように取扱

います。

Ⅲ)従 蒸員に宗債で々与する場合

賃貸料相当額が指与として課税されま

すも

(力 従 業員″ら受け取つている家資が質貸

料相当額よけ置い爆合

筆,取 っている家賃と盾貸料相当顔と

の差額が お 与として課税されます。し

かし 従 実員から軍け取っている家質が

賃資料相当額の50・.以上であれば 受 け

取っている家賃と賃貸料相当額との差額

は結与として諌税されませた。

貫資料相当顛は 会 社打せから借りてい

る場合でも計算する必要があるため 貸 主

から固定資窪税の課税標準額を確認してお

くことが必要です

なお 看 厳師や守術など 仕 事を行う土

で勤務場所を離れて住むことが困様な場合

に 仕 事の都合上 社 宅や奏を貸与する場

合には 察 宿て賃与しても給与として課税

されない塩合があります.

中
小
企
業
投
資
促
達
税

制
の
見
直
し
　
延
長

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
と
に

中
小
企
業
者
韓
が

一
定
の
設
備
投
資

や
Ｉ
Ｔ
投
資
毒
を
行

っ
た
堪
合
に

税
績
控
除

（七
％
）
又
は
特
別
倫
却

（
三
０
％
）
の
選
択
適
用
を
解
り
る

措
置
で
す

平
成
二
十
四
年
度
税
制
改
正
法
が

二
月
二
十
日
に
成
立
　
四
月

一
日
か

ら
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
　
そ
の

適
用
期
限
が
二
年
間
延
長
さ
れ
　
平

成
二
十
六
年
二
月
二
十

一
日
ま
て
と

な
り
ま
し
た
。
併
せ
て
　
対
象
設
備

に
製
島
の
島
賃
管
理
の
向
上
に
資
す

る
試
験
機
懇
等
が
追
加
さ
れ
る
と
と

も
に
　
デ
ン
タ
ル
復
合
機
の
範
囲
の

見
直
し

（複
数
台
で
合
計

一
二
０
万

円
以
上
が
，

一
台
で

一
二
０
万
円
以

上
に
）
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
　
情
報
基
盤
強
化
税
制
に
つ

い
て
　
対
象
設
臨
の
う
ち
ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
部
分
が
中
小
企
業
投
資
促
進
税

割
に
統
合
さ
れ
た
上
で
　
廃
止
さ
れ

て
い
ま
す
。

適用額明細書とは?

法人が法人税関係特別措置の適用を受

ける紀合に そ の租税特,J措置法の条項

適鬼顔その他の事項を記載 し 法 人税申

告■に添付して提出する書類をぃぃます

租税特別措置の適用実態を明らかにし

その効果を校証するための仕組みとして

平成23年 4月 ,日 以後に終了する事業年

度叉け連若事業年度から添付することが

義務付けられました

例えば 中 小企業者等の法人税率の特

視 試 験研究を行った塩合のよ大税額の

特別控様 中 小企業者等が機械等を取得

した場合の特別償却といった税線等を減

少させる法人税に関する租税特別措配の

透廊を受ける際に添付が2要 となります。

法付潟れや配載線りがあった場合には

法人rtttlI特別措置の適用が受けられな

いこととされています。そのため そ の

ような場合に tt 速やかに提出またに再

提出をしなtナ■ばなりません。

7日号 -4


